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　標記について、「公共事業に係る工事の施行に起因する地盤変動により生じた建物等の損害等に係る事務処理要領の制定について」（昭和６１年４月１日付建設事務次官通知）、「公共事業に係る工事の施行に起因する地盤変動により生じた建物等の損害等に係る事務処理要領の運用について」（昭和６１年４月１日付建設省建設経済局調整課長通知）及び埼玉県県土整備部・都市整備部用地事務取扱要綱別記１７「地盤変動影響調査算定要領」によるもののほか、下記のとおり取扱いを定め、平成１１年１２月１日から適用することとしましたので通知します。
記
（１）通常損失補償料
　①  動産移転料
建物等修復工事に伴い、工事期間中に仮住居等を必要とする場合の動産移転料については、埼玉県県土整備部・都市整備部の公共用地の取得に伴う損失補償基準（以下「基準」という。）第３４条、埼玉県県土整備部・都市整備部の公共用地の取得に伴う損失補償基準細則（以下「細則」という。）第１８及び埼玉県県土整備部・都市整備部の公共用地の取得に伴う損失補償取扱要領（以下「取扱要領」という。）第１４に準じて算定するものとする。
　②  仮住居等補償料
建物等修復工事に伴い、工事期間中に仮住居等を必要とする場合の仮住居等補償料については、基準第３５条、細則第１９及び取扱要領第１５に準じて算定するものとする。ただし、仮住居の期間については、修復工事に要する日数（作業準備、整理後片づけ期間として４日間含む。）とする。
　③  家賃減収補償料
建物の一部又は全部を賃貸している者が、建物の修復工事に伴い工事期間中賃貸料を得ることができないと認められる場合の家賃減収補償料については、基準第３６条、細則第２０及び取扱要領第１６に準じて算定するものとする。
　④  借家人に対する補償料
建物の一部又は全部を賃借している者が、建物の修復工事に伴い工事期間中賃借を継続することが困難となると認められる場合の借家人に対する補償料については、基準第３７条、細則第２１及び取扱要領第１７に準じて算定するものとする。

（２）その他経費
建物等の修復工事に伴うその他経費については、基準第４０条、細則第２４及び取扱要領第２０に準じて算定するものとするほか、次により算定するものとする。
　　ア　仮住居選定に要する費用については、原則として自ら選定（以下「自己選定」という。）する      ものとして算定するものとする。ただし、当該地域の実情等によって自己選定することが困難で　　　あると認められるときは、宅地建物取引業者に委託して選定する費用を算定するものとする。
　　イ　就業できないことにより通常生ずる損失の補償額については、当該地域における平均的な労働　　　賃金（日額）に次表の日数を乗じて得た額とする。
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　（注）・営業休止補償を行う場合については補償しない。
   　 　・工場、倉庫、店舗、事務所等については、この表に準じて算定するものとする。
        ・官公署等が相手方である場合には補償しない。
